


２ 入札参加資格 

入札に参加を希望する者は、次の(1)から(8)に掲げる条件を全て満たしていること。 

(1) 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 開札日に指名停止を受けている期間でないこと。 

(3) 会社更生法(平成１４年法律第１５４条)に基づき、更生手続き開始の申し立てがなされている者又 

は民事再生法(平成１１年法律第２２５号)に基づき再生手続き開始の申し立てがなされている者でな 

いこと。 

(4)  令和７・８年度山元町建設工事入札参加資格の承認を受けている者のうち、次の要件を満たしてい

ること。 

  ア 宮城県内に本社（本店）又は支店（営業所）を有していること。 

  イ 建設業法(昭和２４年法律第１００号)第２７条の２３に規定する経営事項審査結果で、土木一式

工事について総合評定値（P）が９５０点以上の者、又は８５０点以上かつ１級技術者数１０人以上

の者であること。 

(5)  次に揚げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者(以下「配置予定技術者」という。)を本工事に

専任で配置できること。 

 ア 一級土木施工管理技士の資格を有する者又はこれと同等以上の能力を有する者として国土交通大 

臣が認定したものであること。 

  イ 配置予定技術者は、入札参加受付の手続きを行った日より３ヶ月以上前から、入札参加事業者と 

直接的な雇用関係にある者。 

  ウ 監理技術者にあっては、監理技術者資格証及び監理技術講習修了証を有する者であること。 

  エ 過去１０年以内に、農業用ため池において、工事を元請として施工し、堤体工（盛土）において

5,000 ㎥程度の施工実績を有すること。 

(6) 工事請負契約の履行にあたっては不誠実な行為により、工事請負業者として不適当であると認めら 

れる者でないこと。 

(7)  入札に参加しようとする者の間に、以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと。なお、上記

の関係がある場合に、辞退する者を決めることを目的に当事者間で連絡を取ることは、入札参加心得

規定に抵触するものではないことに留意すること。 

ア 資本関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社又は子会社の一方が更生会社若しくは再

生手続きが存続中の会社である場合は除く。 

(ｱ) 親会社と子会社の関係にある場合 

(ｲ) 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

イ 人的関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、(ｱ)については、会社の一方が更生会社又は再 

生手続きが存続中の会社である場合は除く。 

(ｱ) 一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

(ｲ) 一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合 

ウ その他 

(ｱ) 入札の適正さが阻害されると認められる場合 

(ｲ) 上記ア又はイと同視しうる資本関係若しくは人的関係があると認められる場合 

(8) 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する者若しくはこれに準ずる者でないこと。 

 

３ 入札参加資格の審査等 

(1) 工事の一般競争入札の参加希望者は、次に従い、申請書及び関係資料等を提出し、山元町長から参 
加資格の有無について確認を受けなければならない。なお、申請書及び関係資料等を下記の期日以内 

に提出しない者は、本工事の一般競争入札に参加することができない。 
ア 申請書提出期日 令和８年７月２２日（水）から 令和８年８月１２日（水）まで 

イ 申請書提出時間 午前９時００分から１２時００分 及び 午後１時００分から５時００分まで 

※ただし、山元町の休日を定める条例（平成２年山元町条例第１９号）に規定  

する閉庁日を除く。 

 



ウ 申請書提出場所 山元町役場 施設管理課 

 

          【住所：〒989-2292 亘理郡山元町浅生原字作田山３２】 

          【電話：0223-29-8005  FAX：0223-37-4144】 

          【メールアドレス：shisetsu.t@town.miyagi-yamamoto.lg.jp】 

 

※直接持参（郵送も可）とする。 

          ※ただし、郵送する場合は、事前に電話連絡するものとし、上記の提出期限内 

に到着したものに限り受理する。 

      エ 提出書類 

(ｱ) 条件付一般競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）及び添付書類 

(ｲ)  配置予定技術者に関する調書（様式第２号）及び添付書類 

    (ｳ) 施工実績に関する調書（様式第３号）及び添付書類 

(2) 配置予定の技術者 

資格等を証明する書類として資格者証の写し（監理技術者資格者証については、裏面も必要）を提

出すること。 

(3) 入札参加資格の確認は、申請者全てに対し行うものとする。 

(4) 資料の作成説明会は行わない。 

(5) 申請書は、山元町ホームページよりダウンロードして使用すること。 

 

４ 入札参加資格審査結果 

 入札参加資格審査結果通知については、「様式第４号」又は「様式第５号」にて審査結果を下記期日付   

で通知するものとする。 

 

入札参加資格審査結果通知日 令和８年８月１７日（月） 

 

５ 仕様書の閲覧・貸出 

(1)  閲覧・貸出期間 

令和８年７月２２日(水）午前９時００分 から 令和８年８月１９日（水）午後５時００分まで 

※ただし、山元町の休日を定める条例に規定する閉庁日を除く 

(2)  閲覧・貸出場所 山元町役場 施設管理課 

  ※山元町ホームページより、閲覧、仕様書等のダウンロードが可能。 

６ 閲覧に対する質問 

(1)  この閲覧に対する質問がある場合においては、次に従い提出すること。 

ア 提出方法 「様式第６号」で作成し持参することにより提出するものとする。 

         ※郵送又はＦＡＸでの質問も可とするが、事前に電話連絡するものとし、下記 

の受付期間内に到着したものに限り受理する。  

イ 受付期間   令和８年７月２２日（水）午前９時００分から 

令和８年８月１０日（月）午後５時００分まで。 

※ただし、山元町の休日を定める条例に規定する閉庁日を除く。 

ウ 提出場所   山元町役場 施設管理課  

 

(2)  (1)の全ての質問に対する回答は、「様式第７号」により令和８年８月１２日（水）に、本工事の一

般競争入札参加資格審査申請書を提出した全ての者へＦＡＸで行うものとする。 

 

７ 入札及び開札の日時及び場所 

(1) 日   時   令和８年８月２０日（木）  午前１０時００分から 

(2) 場   所   山元町役場 大会議室 

 

mailto:shisetsu.t@town.miyagi-yamamoto.lg.jp


８ 入札方法等  

(1) 山元町財務規則第９８条、及び山元町建設工事執行規則(平成１３年山元町規則第１１号)第１２条

の２に基づき本工事の入札は、「最低制限価格制度」により実施する。 

(2) 予定価格については、事前に公表しないものとする。 

(3) 入札時に積算の根拠となる積算内訳書の提出をすること。 

(4)  入札に代理人をもって参加する場合は、必ず入札に関する委任状を入札前に入札執行者に提出する 

こと。 

(5)  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算 

した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札  

価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積も 

った契約希望金額の１１０分の１００（税抜き）に相当する金額を入札書に記載すること。 

(6)  再度の入札回数は１回を限度とする。 

(7)  本工事の入札については、「様式第４号」の通知を受けた者のみが参加できるものとする。 

 

９ 入札保証金及び契約保証金 

(1)  入札保証金   免除 

(2)  契約保証金   請負金額の１００分の１０以上の金額（山元町建設工事執行規則に基づく） 

 

１０ 開札 

入札者又はその代理人は開札に立ち会わなければならない。 

 

１１ 入札の無効 

入札公告において示した競争参加資格のない者のした入札及び資料に虚偽の記載をした者のした入

札並びに仕様書並びに入札参加心得において示した条件等、入札に関する条件に違反した入札は無効

とし、無効の入札を行った者を落札者としていた場合には落札決定を取り消す。 

１２ 配置予定技術者の確認 

落札者決定後、CORINS 等により配置予定の主任（監理）技術者の専任違反の事実が確認された場合、

契約を結ばないことがある。なお、病気・死亡・退職等極めて特別な場合で、やむを得ないとして承認

された場合のほかは、資料の差し替えは認められない。病気等特別な理由により、やむを得ず配置技術

者を変更する場合は、当初の配置予定技術者と同等以上の者を配置しなければならない。 

 

１３ 支払い条件 

   山元町建設工事執行規則に基づき実施するものとする。 

 

(1)前金払    ４０％以内 

(2)中間前金払  ２０％以内 

 

１４ その他 

(1) 契約の手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 落札決定した業者は消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する課税業者であるか、免税業 

者であるかを契約書作成前に届け出ること。 

(3)  入札参加者は、入札参加心得を熟読し、厳守すること。 

(4) 資料に虚偽の記載をした場合においては、山元町建設工事入札参加登録業者等指名停止措置要領(平  

成２１年山元町告示７６号)に基づく指名停止措置を行うことがある。 

(5)  落札者は、「様式第２号」に記載した配置予定の技術者を当該工事に配置すること。 

(6)  仕様書を入手した者は、これを本入札手続き以外の目的で使用してはならない。 



(7)  山元町入札契約に係る暴力団等排除措置要綱（平成２０年山元町告示第６４号）に規定する入札参 

加除外措置を受けたときは、契約を締結しないことがある。 

(8)  この契約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条第５項の規定により、効力は山元 

町議会の議決を経てから生じるため、それまでの間は仮契約の締結を行うものとする。 


